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3. 調査分析結果

①調査結果の分析の視点

 開始時に設定した本事業に求められる成果を踏まえ、本事業の調査結果から我が国における体制構築や事例創出に
有用な示唆を得るための分析の視点を設定した。

1. 政策立案支援の体制・人員

①国際組織/政府内の位置づけ

②支援組織の規模・人員

2. イノベーティブな政策の立案に
寄与する手法

①支援機関の機能・役割

②活用する支援手法

③成果の事例

①案件の申し込み・選定スキーム

②案件形成の進め方

本事業に求められる成果 分析の視点 考察

政策立案における
イノベーション創出

支援を日本で
実施するための

方向性

3. 実効的な支援スキーム
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3. 調査分析結果

④実効的な支援スキーム - 案件形成の進め方

 今回調査対象とした支援機関へのヒアリングにおいて、案件形成(掘り起こし)に関する示唆が得られた。
 具体的には、①政府内で新たなことにチャレンジすることを認めるイノベーションの文化を醸成すること、②支援機関が自ら

提供できる価値発信していくこと、③クライアントとなる支援対象との継続的な関係性を構築していくこと、の必要性につい
て言及がなされた。

• イノベーションは押し付けるものではなく、職員の日々の経験の中から生まれるもの。多くの国
では政府内で変わった業務のやり方をしてもいい、新しいことをやってもいい、それはきちんと
認められるべきもので恐れる必要がないという文化や機運の醸成を図っている。

① 政府職員へのイノベーション文化の浸透

② 支援機関自らによる発信

✓新たなことに挑戦することが認められる
文化・機運の醸成

✓職員の発表の場の構築

• 特に日々の業務の実践の中でどのようにイノベーションというのが行われるのかを明らかにする
取り組みとして、例えばイノベーションアワードやコンテストなどのイベントの形で、職員に発表
する場を与えることが挙げられる。

• これは潜在水面下にあったものを浮かび上がらせるとともに、対話のきっかけにもなる。そのよ
うな形でイノベーションの効果や必要性に関するエビデンスを集めていくことが重要。

• 案件形成には自らが提供できる価値を明確に示すことが重要である。例えば、専用のウェブ
サイトを作成し、提供できるサポート、支援可能なプロジェクト例、スキルや方法論などの情
報を開示する、これにより周囲に付加価値が得られることに気付かせることが重要だと考える。

✓提供できる価値の発信

✓フォーマル/インフォーマルな場での
コミュニケーション

• 理解を得る方法として、イベントなどのフォーマルな形の機会を設けることが考えられる。加え
て、インフォーマルな形の対話の機会などを提供することも一つの方法である。平場のやり取
りの中でクライアントのニーズも明らかになるという効果も有する。

• フォーマルなものとインフォーマルなものを掛け合わせながら、自分たちが提供できる価値を示
しつつ、裏付けとなるスキルや方法論を具体的に打ち出し、支援対象と継続的なコミュニティ
を構築していくことが肝要と考える。

③ 支援対象との継続的な関係性(コミュニティ)の構築
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